
別表１（第２条関係）

【選定評価基準】

A B C D E

10件
以上

9～6件 5～3件 2件 1件

5点 3点 2点 1点 0点

2人
以下

3人 4人 5人

5点 3点 2点 1点

90％
以上

80％以上
90％未満

70％以上
80％未満

60％以上
70％未満

60％未満

5点 4点 3点 1点 0点

極めて
妥当

妥当 普通
やや

不十分
妥当
でない

5点 3点 2点 1点 0点

極めて
妥当

妥当 普通
やや

不十分
妥当
でない

15点 10点 5点 3点 0点

極めて
妥当

妥当 普通
やや

不十分
妥当
でない

15点 10点 5点 3点 0点

極めて
妥当

妥当 普通
やや

不十分
妥当
でない

10点 8点 5点 2点 0点

極めて
妥当

妥当 普通
やや

不十分
妥当
でない

5点 3点 2点 1点 0点

極めて
妥当

妥当 普通
やや

不十分
妥当
でない

5点 3点 2点 1点 0点

極めて
妥当

妥当 普通
やや

不十分
妥当
でない

10点 8点 5点 2点 0点

【地域経済活性化による加点】

見積金額が最も低い業者を20点満点とし、その他の提案者は
「３年度分の最低見積価格の合計÷提案者の3年度分の見積
額の合計×20点」で評価点を算出

20～0点

評価点
2次選考
項目

○

○

○

○

○

評価項目 評価事項
評価

1次選考
項目

業務実績
平成31年度以降の生活困窮世帯等を
対象とした官公庁からの学習支援事業

受託実績
○

見積金額 見積金額の比較

２．学力向上における学習支援方策
・個別指導に対する対策
・進路に関する考え方
・効果測定の考え方
・年間スケジュール
・独自の提案や工夫

４．利用者への養育支援
・養育相談や生活相談に対する考え方
・独自の提案や工夫

５．職員体制及び人材育成の考え方
・業務遂行能力のある職員体制の実現性
・職員確保策の実現性
・人材育成

６．個人情報保護の考え方と危機管理体制
・個人情報の取り扱いに対する考え方
・危機管理体制

３．福祉的観点からの学習支援方策
・子供の貧困の連鎖を断つための施策として当業務が担う役割
・効果測定の考え方
・独自の提案や工夫

７．独自提案
・欠席が続く利用者への対応
・卒業生支援策
　学習習慣を定着させるための支援策
　高校中退防止に資する支援策
　人生設計を考えるうえで必要な支援策

○

業務推進体制

講師一人あたりの担当人数

１．事業に対する団体の考え
・ひとり親家庭等生活困窮世帯に対する支援の考え方
・子供の貧困対策に関する考え方
・学習支援事業等への理解度
・本業務に対する意欲と熱意

○
講師としての業務実績比率

（令和６年１月時点で１年半以上）

○

○

○

5%
3%
0%

①市内事業者
②準市内事業者
③市外事業者

市内に本社や本店の主たる事務所を有している事業者
市内に支店や営業所等を有し、人員を配置し、事業活動を行っている事業者
上記以外


